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裁 決 書

審査請求人

角
Ｉ

処 分 庁

■■■■■■■所長

審査請求人が平成２６年８月２１日付けで提起した生活保護法第６３条
に基づく費用返還決定処分に係る審査請求について､次のとおり裁決する。

主 文

処分庁が、平成２６年６月２５日付けで行った生活保護法第６３条に基
づく費用返還決定処分を取り消す。/へ（

由理

第１審査請求の趣旨及び理由

１審査請求の趣旨

本件審査請求の趣旨は、処分庁が平成２６年６月２５日付けで審査
請求人に対して行った生活保護法（以下「法」という。）第６３条に基
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づく費用返還決定処分（以下「本件返還決定」という。）の取消しを求
めるものと解される。

２審査請求の理由

本件審査請求の理由の要旨は、次のとおりである。

処分庁が決定したことは､実情を無視したものであり、不当である。

声、
(,｝第２当庁が認定した事実及び判断

１当庁が認定した事実

(１）平成２６年１月３１日付けで、処分庁は請求人世帯の保護を開
始したこと。

(２）処分庁は請求人に対して、平成２６年６月２５日付けで「請求
人の妻（以下「妻」という６）のＡ銀行他２行の開始時未申告預
貯金があり、過支給が発生したため」との理由によ.り本件返還決
定を行い、通知したこと。なお、返還決定額は２６９，４５８円
とされたこと。

(̅合
(３）平成２６年１０月１日付けで、処分庁が審査庁に提出した弁明

書（以下「弁明書」という。）には、次の趣旨の記載があること。

ア平成２６年１月３１日請求人は、処分庁に対して法に基づく
保護の開始申請を行った。

イ平成２６年２月７日処分庁は、請求人に対する保護の開始決
定を行い、請求人と請求人の内縁の妻（以下「妻」という。）の
２人世帯として申請日に遡り保護を開始した。

ウ平成２６年２月１８日処分庁は、法第２９条による金融機関
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の調査（以下「法第２９条調査」という。）に対するＡ銀行から
の回答を収受し、保護開始日における妻名義の口座（以.下「本件
口座」という。）に３４６，１０２円（普通預金２４６，１０２
円、定期預金１００，０００円）の預貯金があることが判明した。

エ平成２６年２月２０日処分庁は、妻に対し、本件口座につい
て確認をしたところ、本件口座の存在を把握しておらず､妻の妹
が、児童福祉施設に入所中の妻の子のために管理している口座で
はないかとのことであった。

角
（ オ平成２６年２月２７日処分庁は ､法第２９条調査に対するＢ

銀行からの回答を収受し、保護開始日における請求人名義の口座
に１１円の預貯金があることが判明した。

力平成２６年３月１０日処分庁は、法第２９条調査に対するＣ
銀行からの回答を収受し、保謹開始日における妻名義の口座に１
０円の預貯金があることが判明した。

キ平成２６年６月９日処分庁は、請求人に対し、法第６３条の
規定に基づき、保護開始日の翌月である同年２月に判明した本件
口座及びＢ銀行の口座の預貯金の合計額である３４６，１１３円
のうち、既に保有を容認した２１，９９５円と開始時の最低生活
費の５割である９８，６６０円の差額である７６，６６５円につ
いては保有を容認することとし、その残額である２６９，４４８
円及び保護開始の翌々月に判明したＣ銀行の口座の預貯金の合
計額である２６９，４５８円の返還を求める本件返還決定を行い、
同月２５日付けで請求人に通知した。

内』

ク請求人は、「処分庁が決定したことは､実情を無視したものであ
り不当である。」と主張している。また、処分庁が妻に対し聞き
取りを行ったところ、本件口座については、名義人である妻は存
在を把握しておらず、妻の妹が管理しており、本件口座の預貯金
は自分達のものではないとのことであった。しかし、処分庁の担
当者が請求人に対し「本人達のものではないと証明できない以上、
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名義人である妻の預貯金と捉えざるを得ない｡」と説明したにも
かかわらず、妻の資産ではないという客観的な証拠の提出はなか
ったことから、本件口座の預貯金を妻の資産として認定したもの
である。

ケ法第６３条には、「被保護者が､急迫の場合等において資力があ
るにもかかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支
弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保
護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定め
る額を返還しなければならない｡」とある。また、生活保護手帳
別冊問答集間１０-６-２では、「保護の開始翌月に判明した預
貯金について､開始時の手持金として保有を認めることができる
のは、既に保有を容認した手持金と、その世帯の開始時の最低生
活費の５割の額の差額の範囲内であることに留意し、これを超え
る額については、法第６３条により処理すること。また、意図的
に隠蔽しようとしたものでないと認められる場合であっても、保
護の開始決定後の翌々月以降に判明した場合は、その全額を法第
６３条により処理することとされたい｡」とされている。

戸、
(》

．本件返還決定について見てみると、保護開始日の翌月である２
月に判明した本件口座及びＢ銀行の口座の預貯金の合計額であ
る３４６，１１３円のうち、既に保有を容認した２１，９９５円
と開始時の最低生活費の５割である９８，６６０円の差額である
７６，６６５円については保有を容認することとし、その残額で
ある２６９，４４８円及び保護開始の翌々月に判明したＣ銀行の
口座の預貯金の合計額である２６９，４５８円については法第６
３条に基づき返還を求めたものである。

/--戸、
１ ' ．

(４）弁明書と同時に処分庁が提出した資料によると、以下の趣旨の
内容が認められること。

ア平成２６年２月２０日付けのケース記録票には、「妻の預貯金
発覚について法第２９条調査にてＡ銀行Ｄ支店に妻名義の預
貯金計３４６，１０２円が発覚した。妻に架電し、事情を確認。
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妻は口座の存在を把握しておらず､もしかしたら妻の妹が妻の子
（出生時から施設に預けている子で、妻はほとんど関わりをとっ
ていない）のために管理している通帳かもしれないとのこと。妻
に、名義上妻の資産ととらえざるを得ず保護費の返還対象となる
こと、妻の妹に事情を確認し、通帳の返却等を求めるよう話をし
てくれるよう伝えておいた｡」との記載があること。

イ平成２６年５月１６日付けのケース記録票には、「＜法第６３
条に基づく返還金の決定について＞保護開始時における法第２
９条調査にて、Ｂ銀行より請求人の預貯金１１円、Ａ銀行より妻
の預貯金計3 4 6 , 1 0 2円、Ｃ銀行より妻の預貯金1 0円の未
申告預貯金が発覚した｡請求人に確認したところ、Ｂ銀行とＣ銀
行については、長らく使用していなかったため、申告を失念して
いたとのことであった。しかし、Ａ銀行の口座について、同年２
月２０日に妻本人に確認したところ、妻は当該口座の存在を把握
しておらず、生まれてからこれまで施設に入所している妻の子の
ために、妻の妹が管理している口座ではないかとのことであった。
同月２４日に妻の妹からの架電があり、口座について聞くと、当
該口座が妻名義で妻の子のために管理しているもので間違いな
いと話した。また、妻の手元には届いていないものの、名義上妻
の資産と認めざるを得ず、返還金が発生する旨を説明、妻はこれ
を了承した。なお、Ａ銀行とＢ銀行からの法第２９条調査の回答
によって当該預貯金が発覚したのは、保護開始の翌月である同年
２月１４日及び同月２６日であることから、手持ち金認定を行う
ものとする｡」との記載があること。

角
（

Ｐく

ウ平成２６年１月３１日付けの面接記録票には、
ける請求人世帯の預貯金及び手持金については、
である旨の記載があること。

保護申請時にお
２２，７２４円

(５）平成２７年１月２３日付けで、請求人が審査庁に対して提出し
た反論書（以下「反論害」という。）には下記の内容があること｡

ア本件口座は妻が約３０年前位に作ったもので、約２０年前位か
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ら妻は使用しておらず、妻の母が使用していたものであり、妻も
忘れていたものである。

イ本件口座が判明した時、処分庁の担当者は、妻の母や妻の妹に
対して事実確認の問い合わせを行っているにも係らず、本件返還
決定を行ったものである。

ウ妻の母が本件口座の使用を認めている事で、請求人達のもので
はない事は証明されている。

Ｒ§．．／〆ｆエ請求人達の保有していない、この預金に対しての本件返還決定
は不当であり受け入れられない。

２ 判 断

（１）法第４条は、生活保謹制度の基本原理の一つである「保護の補
足性」について規定しているが、その第１項において「保護は、
生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆる
ものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件
として行われる。」と定めている。また、法第５条において「この
法律の解釈及び運用は、すべてこの原理に基いてされなければな
らない｡」と定めている。 - R／｛．

｛

(２）法第６３条は、「被保護者が、急迫の場合等において資力がある
にもかかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁
した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護
金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額
を返還しなければならない。」と定め､ている。

(３）「生活保護手帳（別冊問答集）２０１３」（平成２１年３月３１
日付け厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）問１０の６の
２の「開始翌月以降に判明した保護開始時の手持金」の（答）で

、は、「保護の開始決定後に判明した預貯金が、意図的に隠蔽しよう
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としたものでないと認められる場合であって、保護開始時の手持
金と開始決定後に判明した預貯金を合算しても、保護を要する場
合については、同様に取り扱って差し支えない。なお、このとき
保有を認めることができるのは、すでに保有を容認した手持金と、
その世帯の開始時の最低生活費の５割の額の差額の範囲内である
ことに留意し、これを超える額については、法第６３条により処
理すること。また、意図的に隠蔽しようとしたものでないと認め
られる場合であっても、保護の開始決定後の翌々月以降に判明し
た場合は、その全額を法第６３条により処理することとされた
い｡」と記載されている６魚

（
（４）本件についてみると、前記第２の１の（１）から（４）の認定

事実のとおり、処分庁は、保護開始時に未申告であった請求人及
ぴ妻の預貯金３４６，１１３円が、保護の開始翌月に判明したた
め、前記（３）に基づき、保護開始時に保有を容認した手持金２
１，９９５円と請求人世帯の保護開始時の最低生活費の５割の額
９８,６６０円の差額の範囲内の額７６,６６５円について保有
を容認することとし、どれを超える２６９，４４８円及び保護の
開始翌々月に判明した保護開始時に未申告であった妻の預貯金１
０円の合計２６９，４５８円ついて、本件返還決定を行ったこと
が認められる。
なお、処分庁が保有を容認した手持金は２１，９９５円である

ものの、前記第２の１の（４）のウの認定事実のとおり、請求人
世帯が保護開始時に保有していた手持金は２２，７２４円である
ことから、本件返還決定額には違算の疑いのあることが認められ
る。

（５）処分庁は、請求人に対し、請求人及び妻のものではないと証明

諏至麗為鰯雲麓駕蕊憲墓冨欝壼雪
曝職蕊二葉蝋彗芳9座｡預貯金壜妻の資産として”

しかしながら、前記第２の１の（３）及び（４）の認定事実の
とおり、処分庁は、妻が本件口座の存在を把握しておらず、妻の

内、

ー
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妹が妻の子のために管理している通帳かもしれない旨申述してい
ること、処分庁として妻に対して本件口座の通帳を妻の妹から返
却してもらうよう求めていること、またも妻の妹は本件口座が妻
名義ではあるが妻の子のために管理しているものである旨申述し
ていること、さらに、妻の子は児童福祉施設に入所しており、妻
と同居していないことから、妻の妹が妻の子のために本件口座を
管理している旨の説明に一定の合理性があることから、本件口座
については、妻の管理下にはない可能性があることを処分庁が認
識していたことが認められる。
しかしながら、処分庁は、妻に対し、本件口座の通帳を妻の妹

から返却してもらうよう伝達しているものの、その後、本件口座
が誰の管理下にあるのか、本件口座への預入者は誰か、また、本
件口座の出入金の状況などについて、具体的に調査した事実は認
められない。確かに、請求人世帯より本件口座が請求人世帯のも
のではないという具体的な証拠の提出はなく、本件口座の預貯金
が妻の利用し得る資産である可能性があるとしても、十分な調査
も行わないまま、証拠の提出がないことだけをもって、妻が預金
者であると認定することは拙速といわざるを得ない。
したがって、本件返還決定は、前記（１）から（３）に照らし、

その判断及び手続に暇疵があるものといわざるを得ず、取り消し
を免れない。
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以上の理由により、行政不服審査法第４０条第３項の規定を適用して、
主文のとおり裁決す．る。

平成２８年１月１９日 ●毎

松井審査庁 大阪府知事 一

労、むつｒＬ西口唾氏方ｒひわ口久■ＲＢｇｂ０９Ｊも．今〃。＄色ＯｃＲＰ４』ＦＰ８ａ■■百出秘ｒ股ＧＤＢ唇ＦｋＢ■Ｐ

教 示

-８-

、
油
５
F
ご
■■■
一

一

ジ

雫|眠
軽



この裁決に不服があるときは、この裁決があったことを知った日の翌
日から起算して３０日以内に､厚生労働大臣に対し再審査請求をするこ
とができます（なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算して
３０日以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過
すると再審査請求をすることができなくなります｡)。
また、この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に、この裁決の前提となる決定をした市を被告
として（訴訟において市を代表する者は市長となります｡）決定の取消
しの訴えを、あるいは大阪府を被告として（訴訟において大阪府を代表
する者は大阪府知事となります｡）この裁決の取消しの訴えを提起する
ことができます（なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算し
て６箇月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を経
過すると決定及び裁決の取消しの訴えを提起することができなくなり

緯、
Ｉ

ます°）。
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